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１． 平成 17 年 3 月期の業績予想（平成 16 年 4 月 1 日 ～ 平成 17 年 3 月 31 日） 

 

（１）連結業績予想          （百万円未満切捨） 

 売上高 

平成 17 年 3 月期予想 160,000 百万円   △0.8％ 

平成 16 年 3 月期実績 161,285 百万円  △24.2％ 

(注)パーセント表示は、前年同期比増減率 

 

（２）個別業績予想                          （百万円未満切捨） 

 売上高 受注高 

平成 17 年 3 月期予想 138,000 百万円    0.6％ 152,000 百万円   21.5％ 

平成 16 年 3 月期実績 137,176 百万円  △26.3％ 125,062 百万円  △4.6％ 

(注)パーセント表示は、前年同期比増減率 

 

【連結・個別業績予想に関する定性的情報等】 

 業績予想につきましては、平成16年5月21日に公表いたしました予想数値と変更はございません。 

 

 

２． 平成 17 年 3 月期第 3 四半期業績の概況(平成 16 年 4 月 1 日 ～ 平成 16 年 12 月 31 日) 

 

（１）個別受注実績                   （百万円未満切捨） 

 受注高 

平成 17 年 3 月期第 3 四半期 83,988 百万円   10.6％ 

平成 16 年 3 月期第 3 四半期 75,946 百万円   0.7％ 

(注)①受注高は、当該四半期までの累計額 

②パーセント表示は、前年同四半期比増減率 
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(参考)受注実績内訳                           (単位：百万円) 

区   分 
平成 17 年 3 月期 

第 3 四半期 

平成 16 年 3 月期 

第 3 四半期 
比較増減 増減率 

国 内 官 庁 35,003 (41.7%) 48,128 (63.4%) △13,125  △27.3%  

国 内 民 間 9,357 (11.1%) 5,510 (7.3%) 3,847  69.8%  

海   外 9,375 (11.2%) 1,009 (1.3%) 8,366  829.1%  

土 

木 

計 53,735 (64.0%) 54,647 (72.0%) △912  △1.7%  

国 内 官 庁 4,828 (5.7%) 4,612 (6.1%) 216  4.7%  

国 内 民 間 24,821 (29.6%) 15,463 (20.4%) 9,358  60.5%  

海   外 24 (0.0%) 74 (0.1%) △50  △67.6%  

建 

築 

計 29,673 (35.3%) 20,149 (26.5%) 9,524  47.3%  

国 内 官 庁 39,831 (47.4%) 52,740 (69.4%) △12,909  △24.5%  

国 内 民 間 34,178 (40.7%) 20,973 (27.6%) 13,205  63.0%  

海   外 9,399 (11.2%) 1,083 (1.4%) 8,316  767.9%  

建 
 

設 
 

事 
 

業 合 

計 

計 83,408 (99.3%) 74,796 (98.5%) 8,612  11.5%  

不 動 産 事 業 580 (0.7%) 1,150 (1.5%) △570  △49.6%  

合    計 83,988 (100.0%) 75,946 (100.0%) 8,042  10.6%  

(注) ( )内のパーセント表示は、構成比率 

 

【個別受注実績に関する定性的情報等】 

第３四半期の個別受注実績は、土木の国内民間、海外においては大型工事の受注により、前年同

四半期より増加しておりますが、国内官庁が減少したため、土木全体では前年同四半期より減少と

なりました。また、建築全体では、国内民間の住宅、店舗、工場の受注が増加したことにより、前

年同四半期より増加しました。 

全体では、前年同四半期と比較し 10.6％の増加となりました。 

 

 

（２）当該四半期において企業集団の財政状態及び経営成績に重要な影響を与えた事象 

該当する事項は特に発生しておりません。 

 

 

以   上 

 


